
予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：総務管理費　目：財産管理費
	事業名　新将来の建築業担い手育成事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　都市建築部公共建築課建築第一係　電話番号：058-272-1111（内3663 ）

　　　　　　　E-mail： c11660@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　     1,152千円（前年度予算額：  0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,152
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,152

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
建築業は、若年入職者の減少や技能労働者の高齢化などにより、厳しい
状況に直面している。

　      近い将来において、ものづくりの担い手の確保が困難になることが懸念
されており、次を担う人材確保が急務となっている。
(地域を支える建築業の役割)
建築業は、地域経済を支え、地域社会の安全・安心に寄与する災害時の
避難所や災害拠点建物の復旧に対応する役割などを担っている。
(建築施工技術の継承)

近年の建設投資の減少を受けた、技術者不足や若年入職者の減少により、
建築施工技術の継承に強い懸念がある。
(公共工事の品質確保の促進に関する法律)
  「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の改正（H26）では、担い手
の中長期な育成・確保が発注者の責務であるとされた。
＜現状の取り組み＞

○国と連携した「公共建築月間」の取組み（県庁ロビー等での建築パネル
展ほか）

○県土整備部の「建設産業構造改善推進事業」等に建築分野として協力（地
域情報誌への女性建築技術職員の記事の掲載など）

○学校などからの建築現場見学の申し出に応じ、工事中の県有建築物を見
学先として提供　
（２）事業内容

＜総合的な担い手確保と育成支援＞
建築業の担い手となる技術者や技能労働者の確保や育成という課題に対
応するため、建築業への理解を深めるための機会を増やす取り組みなどを通
じて、担い手の確保や育成の支援を行うことを目的とする。

○「建築担い手育成協議会」（仮称）の設立
○県内工業高校の建築科生徒と協働した設計や工事を実施
○建築系の大学・学校からの建築現場見学ニーズへの総合調整窓口の
引受け
○建築関係団体による建築広報事業の支援
（３）県負担・補助率の考え方

建築業の担い手となる技術者や技能労働者の確保や育成という課題に対
応するため、建築業への理解を深めるための機会を増やす取り組みなどを通
じて、担い手の確保や育成の支援を行う必要がある。
（４）類似事業の有無
      無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	234
	学識経験者報償費

	旅費
	282
	協議会旅費、ワークショップ旅費

	需用費
	322
	消耗品費(コピー代等)、会議費(飲料代)、燃料費

	役務費
	120
	電話料金、郵便代

	使用料
	194
	高速使用料、会場借上げ料

	合計
	1,152
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	建築業の担い手となる技術者や技能労働者の確保や育成という課題に対応するためには、建築業の役割やものづくりの喜び、魅力を伝えていくことが重要である。
建築業への理解を深めるための機会を増やす取り組みなどを通じて、総合的な担い手の確保や育成の支援を行うことにより、建築業界を持続的かつ健全な発展に導く。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	若年就業者数（29歳以下）（人）
	9,594
（H22）
	24,853
（H12）
	9,594
（H22）
	9,594
（H22）
	9.594
（H28）
	％
－

	若年就業者数の占める割合（％）
	11.3
（H28）
	21.4
（H　）
	11.3
（H　）
	11.3
（H28）
	11.3
（H　）
	％
－


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	若年入職者の減少など、かつてない厳しい状況に直面している建築業では、近い将来において、ものづくりの担い手の確保が困難になることが懸念されており、次を担う人材確保が急務となっている。
そこで、ネガティブなイメージを払拭し、若者に魅力のある建築業を築き上げるために、人材の確保と育成に焦点を当てた取り組みが求められている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	関係行政機関、建築・設備関係団体、建築業の担い手確保・育成に取り組んでいるその他の団体が、相乗効果を高めるために連携して事業を進めていくことが重要である。



（次年度の方向性）
	・将来の建築業の担い手となる若年入職者の確保と育成の促進を図る
・あわせて、県有建築物の営繕工事を広くＰＲしていく



